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【削減状況の自己評価】

目標年度(平成

対象事業の名称

41

基準年度(平成 21 平成 26

達成率等年度)

26

26

（該当事業者のみ記入）

前年度の温室効果ガスの排出の量及び排出削減計画に基づき実施した措置の状況

26

関連数値(平成 26

④ 津山支社

⑥

② 新聞製作センター

指標の状況

今回は、本社ビルで省エネ診断を受けた結果を基に、運用中心のソフト面での取り組みを行った。中
国電力の実排出係数が6.7%増（基準年度比）と上がったため、温室効果ガス排出量は0.1％増と目標
達成には及ばなかった。ただし、基準年度の係数を用いて算出すると、5.6%減（同）となり、目標達
成の数字となる。今後も排出量の大部分を占める本社ビルと新聞製作センターでのエネルギーの削減
に努めたい。

5

ｔCO2

⑤ 山陽新聞第2ビル 24

計画期間： 平成 22 箇年度）

（平成

）年度削減実績

ｔCO2

△ 0.1

15

ｔCO2

26

本社駐車場棟

工場等の名称

ｔCO2

岡山市北区柳町2-6-8

（●工場等の数 20 所 ●車両台数（②該当の場合）

⑥

2,927

3,693

②

⑤ 山陽新聞第2ビル 岡山市北区中山下2-5-50

④

岡山市北区柳町2-1-1

津山市椿高下119-2

氏
　
名

（法人にあっては名称） 住
　
所

（法人にあっては主たる事業所の所在地）

①

③ 倉敷本社 倉敷市白楽町589-1

株式会社　山陽新聞社
700-8634

業種名：映像・音声・文字情報制作業

日刊「山陽新聞」の発行と各種の出版、文化事業、電子・電波媒体へのニュース提供。
従業員数418人。

工場等の名称 所　　在　　地

主たる業種

県内の
主　な
工場等

本社ビル

事業の
概　要

本社駐車場棟

台）

ｔCO2

)年度排出量

6,813

③ 倉敷本社

）年度排出量

ｔCO2

6,472

年度)

岡山市北区柳町二丁目1番1号

総務局総務部

①燃料等原油換算1,500kℓ以上特定事業者
の該当要件

②ﾊﾞｽ・ﾄﾗｯｸ100台、ﾀｸｼｰ250台以上

新聞製作センター 岡山市北区新屋敷町1-1-18

津山支社

本票作成

26平成

目標達成

ベンチマーク指標

未達達成5.0

26 ）年度

分類
コード

ｔCO2

年度)

目標年度
原単位当たり排出量

① 本社ビル

③CO2換算3,000t以上

目標削減率

51

部署名：

番号

基準年度

ベンチマーク

（原単位基準
の削減目標を
選択している
場合に記入）

温室効果ガス

ｔCO2ｔCO2

温室効果ガスの排出量と密接な関係をもつ値の内容

削減目標の
達成状況

主な工場等
の排出量

番号

6,823

CO2/( CO2/( CO2/( 



【目標削減率達成のために実施した措置及び今後の取組】

【森林保全等吸収源対策への取組】

【再生可能エネルギーの導入】

【その他特記事項】

　 無

有　

実施した措置及び今後の取組の内容

・岡山市の「ライトダウンキャンペーン」に参加
・「ノー残業デー」の実施など時短を推進
・新聞印刷に古紙60％含有の新聞用紙、アロマフリーインクを使用

（26年度実施分）
全社
本社ビル・製作センター
〃
本社ビル
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
駐車場棟
真庭支局
備前支局
（今後実施予定分）
全社
〃
〃
〃
〃
〃

（26年度実施分）
・クールビズ（28度）、ウォームビズ（20度）の徹底
・パソコンの自動電源オフ機能の設定
・照明の不要箇所の管球撤去
・6月から9月「便座ヒーターの停止、洗浄水は常温」の徹底
・自動車更新時に低燃費車への買い替え（2台）
・LED照明の採用・吸収式冷温水発生機の空気比調整
・給湯器設定温度変更
・高層棟電気室のPAC設定温度緩和と給排気ファンの運用変更
・冷却水温度設定のこまめな調整
・冷却塔凍結防止ヒーターの温度緩和
・高層棟6階から18階のターミナル空調機への外気導入量削減
・2階照明ラック室パッケージ空調機の運転時間短縮
・20階食堂窓側照明の昼光利用時消灯
・空調機器の高効率タイプへの更新
・LED照明の採用
・空調機器の高効率タイプへの更新
（今後実施予定分）
・クールビズ（28度）、ウォームビズ（20度）の徹底
・パソコンの自動電源オフ機能の設定
・照明の不要箇所の管球撤去
・6月から9月「便座ヒーターの停止、洗浄水は常温」の徹底
・自動車更新時に低燃費車への買い替え
・LED照明の採用

県内で
の取組

【推進体制】

工場等の名称

・省エネ法に基づく特定事業者指定を受け、平成22年12月に「省エネルギー推進委員会」を立ち上げ
た。総務局長（エネルギー管理統括者）を「委員長」、各職場における省エネ対策実行責任者として
各部長を「省エネ推進担当者」としている。
・本社ビルにおけるエネルギー使用実績を社内電子掲示板に毎月掲載し、「見える化」と「全員参
加」に努めている。

　 無

その他

その他

県内で
の取組

植樹作業などを行う環境学習イベント「エコキャンプ」を7月26日・27日の2日間、真
庭市蒜下和の津黒高原キャンプ場で開催。

　 無


